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公布された条例等のあらまし

（規則第66号）◇島根県社会福祉審議会規則の一部を改正する規則

１ 規則の概要

⑴ 民生委員審査専門分科会の委員の定数は、７人以内とすることとした。（第２条関係）

⑵ 島根県社会福祉審議会条例の制定に伴う規定の整理

２ 施行期日

公布の日から施行することとした。

（規則第67号）◇医学生地域医療奨学金貸与規則の一部を改正する規則

１ 規則の概要

⑴ 奨学金の貸与決定通知を受けた医学生等は、直ちに当該年度の医学生地域医療奨学金交付申請書を知事に提出す

るとともに、一般社団法人しまね地域医療支援センターからの支援を受けるための登録を申し込むものとすること

とした。（第９条関係）

⑵ 貸付金の返還債務の免除に関する条例の一部を改正する条例の規定による申請は、医学生地域医療奨学金返還免

除条件変更承認申請書により行うものとすることとした。

⑶ 貸付金の返還債務の免除に関する条例の一部を改正する条例の施行に伴う規定の整理

⑷ その他規定の整理

２ 施行期日

平成27年４月１日から施行することとした。ただし、１の⑵については、公布の日から施行することとした。

（規則第68号）◇緊急医師確保対策枠奨学金貸与規則の一部を改正する規則

１ 規則の概要

奨学金の貸与決定通知を受けた医学生は、直ちに当該年度の緊急医師確保対策枠奨学金交付申請書を知事に提出す

るとともに、一般社団法人しまね地域医療支援センターからの支援を受けるための登録を申し込むものとすることと

した。（第９条関係）

２ 施行期日

平成27年４月１日から施行することとした。

（規則第69号）◇島根県営住宅条例施行規則の一部を改正する規則

１ 規則の概要

⑴ 入居者は、連帯保証人に次のいずれかに掲げる事実が発生したときは、遅滞なく、新たに連帯保証人を定め、連

帯保証人変更届を提出しなければならないこととした。（第４条第１項・様式第４号関係）

ア 死亡

イ 住所の不明

ウ 失業その他保証能力を著しく減少させ、又は喪失させる事情

⑵ 入居者は、連帯保証人を変更しようとするときは、連帯保証人変更届を提出しなければならないこととした。

（第４条第２項・様式第４号関係）

⑶ 入居者は、連帯保証人の氏名、住所、電話番号又は勤務先の内容に変更が生じたときは、遅滞なく、連帯保証人

氏名等変更届を提出しなければならないこととした。（第４条第３項・様式第４号の２関係）

⑷ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う様式の整理

⑸ 島根県営住宅条例の一部を改正する条例の施行に伴う様式の整理
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⑹ その他規定及び様式の整備

２ 施行期日

公布の日から施行することとした。ただし、１の⑷については、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関す

る法律の一部を改正する法律の施行の日から施行することとした。

規 則

島根県社会福祉審議会規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成25年10月15日

島根県知事 溝 口 善兵衛

島根県規則第66号

島根県社会福祉審議会規則の一部を改正する規則

島根県社会福祉審議会規則（平成12年島根県規則第76号）の一部を次のように改正する。

第１条及び第２条を次のように改める。

（趣旨）

この規則は、島根県社会福祉審議会条例（平成25年島根県条例第34号。以下「条例」という。）第10条の規定に第１条

より、島根県社会福祉審議会（以下「審議会」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。

（民生委員審査専門分科会の委員の定数）

民生委員審査専門分科会の委員の定数は、７人以内とする。第２条

第３条及び第４条を削る。

第５条の見出しを「（専門分科会の設置）」に改め、同条第１項中「法」を「社会福祉法（昭和26年法律第45号）」に

改め、同条第２項から第５項までを削り、同条を第３条とする。

第６条の見出しを「（部会の設置）」に改め、同条第１項中「次の」を「条例第７条第１項の規定により、次の」に改

め、同条第２項及び第３項を削り、同条を第４条とする。

第７条を削り、第８条を第５条とする。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

医学生地域医療奨学金貸与規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成25年10月15日

島根県知事 溝 口 善兵衛

島根県規則第67号

医学生地域医療奨学金貸与規則の一部を改正する規則

医学生地域医療奨学金貸与規則（平成18年島根県規則第14号）の一部を次のように改正する。

第９条第１項中「提出する」の次に「とともに、一般社団法人しまね地域医療支援センターからの支援を受けるための

登録を申し込む」を加える。

第12条第１項第４号ア及びイ中「３倍」を「２倍」に改める。

第13条第２項本文中「前項各号」を「同項各号」に改める。

第14条第１項第１号中「３倍」を「２倍」に、「４年」を「３年」に、「１年５月以内」を「２年未満」に、「３年」

を「２年」に改める。
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第15条第２項第２号中「その他」を「以外の」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成27年４月１日から施行する。ただし、次項ただし書及び附則第３項の規定は、公布の日から施行す

る。

（経過措置）

２ 平成27年３月31日までに貸付けの決定を行った医学生地域医療奨学金については、なお従前の例による。ただし、貸

付金の返還債務の免除に関する条例の一部を改正する条例（平成25年島根県条例第35号。以下「改正条例」という。）

附則第２項ただし書の規定により、改正条例による改正後の貸付金の返還債務の免除に関する条例（昭和59年島根県条

例第12号）の規定の例による場合は、この規則による改正後の医学生地域医療奨学金貸与規則（第９条第１項を除

く。）の規定の例による。

３ 改正条例附則第２項ただし書の申請は、医学生地域医療奨学金返還免除条件変更承認申請書（附則様式）により行う

ものとする。
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（附則第３項関係）附則様式

年 月 日

島根県知事 様

住 所

本人 氏 名 ㊞

決定番号 －

医学生地域医療奨学金返還免除条件変更承認申請書

下記のとおり貸与を受けた奨学金に係る返還免除条件を変更したいので、貸付金の返還債務の免除に関する条例の一

部を改正する条例（平成25年島根県条例第35号）附則第２項ただし書の規定により申請します。

記

大学の課程を修了した日の属する月の翌月の初日から貸与期間の３倍に相当する期間を経過す

る日までの間に、指定医療機関において、貸与期間に相当する期間医師の業務（臨床研修を除
変 更 前

く。）に従事（特定地域医療機関において貸与期間の２分の１に相当する期間以上医師の業務

に従事した場合に限る。）したとき。

大学の課程を修了した日の属する月の翌月の初日から貸与期間の２倍に相当する期間を経過す

る日までの間に、指定医療機関において、貸与期間に相当する期間医師の業務（臨床研修を含
変 更 後

む。）に従事（特定地域医療機関において貸与期間の２分の１に相当する期間以上医師の業務

に従事した場合に限る。）したとき。

緊急医師確保対策枠奨学金貸与規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成25年10月15日

島根県知事 溝 口 善兵衛

島根県規則第68号

緊急医師確保対策枠奨学金貸与規則の一部を改正する規則

緊急医師確保対策枠奨学金貸与規則（平成21年島根県規則第48号）の一部を次のように改正する。

第９条第１項中「提出する」の次に「とともに、一般社団法人しまね地域医療支援センターからの支援を受けるための

登録を申し込む」を加える。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成27年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 平成27年３月31日までに貸付けの決定を行った緊急医師確保対策枠奨学金については、なお従前の例による。

島根県営住宅条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成25年10月15日
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島根県知事 溝 口 善兵衛

島根県規則第69号

島根県営住宅条例施行規則の一部を改正する規則

島根県営住宅条例施行規則（昭和37年島根県規則第64号）の一部を次のように改正する。

第４条を次のように改める。

（連帯保証人の変更等）

入居者は、連帯保証人に次のいずれかに掲げる事実が発生したときは、遅滞なく、新たに連帯保証人を定め、様第４条

式第４号の連帯保証人変更届を知事に提出しなければならない。

⑴ 死亡

⑵ 住所の不明

⑶ 失業その他保証能力を著しく減少させ、又は喪失させる事情

２ 入居者は、連帯保証人を変更しようとするときは、様式第４号の連帯保証人変更届を知事に提出しなければならな

い。

３ 入居者は、連帯保証人の氏名、住所、電話番号又は勤務先の内容に変更が生じたときは、遅滞なく、様式第４号の２

の連帯保証人氏名等変更届を知事に提出しなければならない。

第27条第２項の表中「第２条第２項」の次に「、第４条」を加え、

「

様式第１号その１、様式第２号、 島根県知事 島根県知事

様式第４号から様式第６号まで、 市町長

様式第14号から様式第20号まで、 島根県住宅供給公社理事長

様式第23号、様式第24号、様式第

27号から様式第29号まで及び様式

第31号から様式第33号まで

様式第１号その２ 島根県土木部建築住宅課 島根県土木部建築住宅課

市町

島根県住宅供給公社

」

を

「

様式第１号その１、様式第２号、 島根県知事 島根県知事

様式第４号から様式第６号まで、 市町長

様式第14号から様式第20号まで、 島根県住宅供給公社理事長

様式第23号、様式第24号、様式第

27号から様式第29号まで及び様式

第31号から様式第33号まで

」

に改める。

様式第１号その１裏面中「申込先に備付けの「所得等証明願」に市町村長の証明を受け」を「市町村の発行する前年分

の課税証明書を」に、「前々年分の所得証明書」を「市町村の発行する前々年分の課税証明書」に、「配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護に関する法律」を「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」に改め、「第３

条第３項第３号」及び「第10条第１項」の次に「（配偶者暴力防止等法第28条の２において準用する場合を含む。）」を

加える。
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様式第３号を次のように改める。
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「

様式第４号中 を
県営住宅 団地 第 号

」

「

に、県営住宅 団地 号棟 号室

」

「

私は、入居者と連帯して家賃その他の債務を負担します。

フリガナ を

氏 名 （ 年 月 日生）,

」

「

私は、入居者の債務（家賃、入居者駐車場の使用料及び入居者が負担すべき修繕費用を

いう。以下同じ。）について、入居者と連帯して責任を負い、入居者の債務の不履行があ

ったときは、連帯保証人が履行することを誓約します。 に、「お届けします」を

フリガナ

氏 名 （ 年 月 日生）,

」

「届け出ます」に改め、同様式備考２中「所得証明書」を「課税証明書」に改め、同様式備考に次のように加える。

４ 島根県営住宅条例の一部を改正する条例（平成 年島根県条例第43号）の施行により、連帯保証人の数を２人か25

ら１人に変更しようとする場合は、旧連帯保証人の氏名の欄に２人の連帯保証人の氏名を記載し、新連帯保証人の

欄には変更後の連帯保証人について記載してください。

様式第４号の次に次の１様式を加える。

号外第151号 島 根 県 報 平成25年10月15日
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（第４条関係）様式第４号の２

受 付 年 月 日
連 帯 保 証 人 氏 名 等 変 更 届

進 達 年 月 日

所 在 地 番地
入 市 町

居 郡 村

住 宅 名 県営住宅 団地 号棟 号室
住

宅

変 更 す る 項 目 □氏名 □住所 □電話番号 □勤務先の内容（勤務先の名称又は電話番号）

変 更 前

変 更 後

上記のとおり届け出ます。

年 月 日

,入居者氏名

,連帯保証人氏名

島根県知事 様

備考 変更する項目について、変更後の内容を証明する書類を添付してください。

（注） 連帯保証人を他の者に変更する場合は、連帯保証人変更届（様式第４号）により届け出てください。
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号外第151号 島 根 県 報 平成25年10月15日

「

様式第５号中 県営住宅 団地 第 号 を

」

「

に、県営住宅 団地 号棟 号室

」

「

続 柄
フ リ ガ ナ

を

生 年 月 日
氏 名 ,

」

「

フ リ ガ ナ 続 柄

に、,
氏 名 電 話 番 号 （ ）

（ 年 月 日生）

」

「

現 住 所 （ ）
自 宅

電 話 番 号

フ リ ガ ナ 承 継 人
連

と の 続 柄,

（ 年 月 日生） 月 収 円
帯

氏 名

勤 務 先 （ ）
勤 務 先

保 を
電 話 番 号

現 住 所 （ ）
自 宅

電 話 番 号
証

フ リ ガ ナ 承 継 人

と の 続 柄
人

,

（ 年 月 日生） 月 収 円
氏 名

勤 務 先 （ ）
勤 務 先

電 話 番 号

」

「

現 住 所 電 話 番 号 （ ）
連

帯 フ リ ガ ナ 承 継 人

保 と の 関 係,

証 （ 年 月 日生） 月 収 円
氏 名

勤 務 先 （ ） に、
人 勤 務 先

電 話 番 号
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現 住 所 電 話 番 号 （ ）
緊

急

承 継 人
連 フ リ ガ ナ

と の 関 係
絡

,氏 名
人

」

「

承継人及び同居人は、上記住宅に引き続き入居したいので、承認願います。

承継人及び同居人は、入居資格の確認のため、必要に応じて関係部署（警察等の公的機関）に照会すること

を
に同意します。

連帯保証人は、入居者と連帯して家賃その他の債務を負担します。

年 月 日

島根県知事 様

」

「

承継人及び同居人は、上記住宅に引き続き入居したいので、承認願います。

承継人及び同居人は、入居資格の確認のため、必要に応じて関係部署（警察等の公的機関）に照会すること

に同意します。

に改
連帯保証人は、入居者の債務（家賃、入居者駐車場の使用料及び入居者が負担すべき修繕費用をいう。以下

同じ。）について、入居者と連帯して責任を負い、入居者の債務の不履行があったときは、連帯保証人が履行

することを誓約します。

年 月 日

島根県知事 様

」

め、同様式備考２中「所得証明書」を「課税証明書」に改める。

様式第18号備考中「所得証明書」を「市町村の発行する課税証明書」に改める。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。ただし、様式第１号その１裏面の改正規定（「申込先に備付けの「所得等証明

願」に市町村長の証明を受け」を「市町村の発行する前年分の課税証明書を」に、「前々年分の所得証明書」を「市町村

の発行する前々年分の課税証明書」に改める部分を除く。）は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律

の一部を改正する法律（平成25年法律第72号）の施行の日から施行する。
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